
特殊詐欺撃退電話機器購入費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、公益社団法人高知県防犯協会(以下「協会」という。)が特殊詐欺の被 

害防止に有効な、特殊詐欺撃退電話機器（以下「優良防犯電話機器」という。）の普及促 

進のため、優良防犯電話機器の購入に際しての補助について必要な事項を定めるものとす 

る。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるものとする。 

(1) 特殊詐欺 

被害者に電話をかけるなどして、対面することなく信頼させ、指定した預貯金口座への

振り込み、その他の方法により、不特定多数の者から現金等をだまし取る犯罪（現金を脅

し取る恐喝及び隙を見てキャッシュカードなどを窃取する窃盗を含む。）の総称をいう 

(2) 優良防犯電話機器 

特殊詐欺の被害を防止するため、次に掲げるいずれかの機能を有する機器をいう。 

ア  電話を受信した際、会話の内容を録音する旨の音声案内が流れ、会話の内容を自動で

録音することができる機能を備えた固定電話機又は接続機 

イ  特定の電話からの着信を自動的に判別し、かつ、特定の電話の着信を通知し、又は自

動的に着信を切断する機能を備えた固定電話機又は接続機  

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる対象(以下「補助対象者」という。)は、高知県

内に居住する 65 歳以上の者（令和８年３月 31 日までに満 65 歳以上となる者を含む。)

又はその者と同居する世帯の者とする。ただし、これまで同様の趣旨の補助金の交付を受

けた世帯又は受けようとする世帯に属する者を除く。 

２  前項の規定にかかわらず、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条

第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者は、補助対象者とし

ない。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、優良防犯電話   

機器の購入費用であり、次の各号に掲げる要件を全て満たすものとする。 

(1) 公益財団法人全国防犯協会連合会が推奨する優良防犯電話機器推奨品目録に記載の 

ある新品の電話機器（固定電話機又は接続機を対象とし、購入時に推奨品目に記載の 

あるものに限る。）であること。 

(2) 令和８年５月１日以降に購入した電話機器であること。 

(3) 原則として、高知県電機商業組合加盟の協力店(以下「協力店」という。)において購 

入した電話機器であること。ただし、協力店での購入が困難な特別な事情があると高知



県防犯協会長(以下「会長」という。)が認める場合は、この限りでない。 

２ 次の各号に掲げる費用は、補助対象経費としない。  

(1) 配送料、手数料、付属品の追加に係る費用  

(2) 付随するサービスへの加入や利用に係る費用 

（補助金額） 

第５条 補助金の額は、前条に規定する補助対象経費に対し、次の各号に掲げる優良防犯電

話機器の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) FAX 付き電話機の場合 5,000 円 

(2) 電話機または接続機の場合 3,000 円 

２ 補助金の交付対象は１世帯につき、１回限りとする。 

（補助期間） 

第６条 令和８年５月１日から令和９年２月 26 日までの間とし、期間中に事業予算が上限

に達した場合は事業を終了する。 

（購入手続き） 

第７条 補助事業の申請から購入までの手続きは、次の各号のとおりである。 

(1)  購入希望者による協会への連絡 

購入希望者は、協会の事務局へ電話連絡し、協会の事務局職員(以下「事務局職員」と  

いう。)は、相手方の住所、氏名、連絡先等の基本的情報を聞き取る。 

 (2) 協力店への連絡・売買契約 

事務局職員は、原則として、購入希望者の住居地に近い協力店又は購入希望者が希望

する協力店に購入希望者の情報提供を行う。その後、協力店は、購入希望者と直接交渉

のうえ、優良防犯電話機器の売買契約を締結する。 

(3)  協力店による設置(販売)完了報告及び領収等の発行 

協力店は、購入希望者との売買契約の締結により優良防犯電話機器を設置又は販売し

た場合は、次の要領で領収書を発行、設置(販売)完了報告を行うこと。 

ア 発行する領収書等には、販売価格のほか 

・ 領収の宛名は設置場所に居住する 65 歳以上の者又はそれと同居する者の氏名を記

載 

・ 領収及び優良防犯電話機器設置の年月日 

・ 優良防犯電話機器の品名又は型番 

   を記載する。 

  イ 設置(販売)完了後、速やかに、別記様式第１号「優良防犯電話機器設置(販売)完了報

告書」に必要事項を記載のうえ、高知県防犯協会に FAX 又は電子メールにより報告す

る。 

（補助金の申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする補助対象者(以下「申請者」という。)は、優良防犯電



話設置日を含めて 14 日以内に別記様式第２号「優良防犯電話機器購入費補助金交付申請書

兼実績報告書」に下記の各号に掲げる書類を添えて、FAX、郵送、電子メール又は持参の 

いずれかの方法により会長に提出しなければならない。 

(1)  協力店から発行された補助対象経費の領収書その他支払いを証明する書類の写し     

(2)  設置した優良防犯電話機器の品名、型番、主な仕様等がわかる書類の写し(保証書 又    

は取扱説明書等の写し) 

(3)  申請書類記載の申請者及び 65 歳以上の補助対象者の身分(必ず 同一の居住である

こと)が明らかになる公的証書の写し(例:運転免許証、マイナンバーカード等の写し等)  

(4)  補助金の振込先となる申請者の口座通帳又はキャッシュカードの写し 

(5)  その他会長が必要と認める書類(例:住民票の写し等) 

２  申請を代理人に委任する場合は、別記様式第３号「委任状」に必要事項を記入のうえ、

会長に提出しなければならない。 

（補助金交付決定及び額の確定） 

第 9 条 会長は、前条の申請を受理したときは、補助対象者の住所地において優良防犯電話機

器が作動していることを確認した上で、その内容を審査し、補助金の交付の可否を決定し、

速やかに、別記様式第４号「優良防犯電話機器購入費補助金交付決定通知書兼補助金額確

定通知書」又は別記様式第５号「優良防犯電話機器購入費補助金不交付通知書」を申請者

に交付することにより通知するものとする。 

２ 前項の規定により決定した補助金は、会長が補助金交付を決定後、速やかに申請者名義

の金融機関口座へ振り込みにより交付するものとする。この場合、金融機関が発行する

「振込依頼書の控え」又は「振込明細書」を受領書に代わるものとして協会の事務局に保管す

るものとする。 

（財産の処分の制限） 

第 10 条  補助金の交付を受けて設置した優良防犯電話機器は、設置完了日から２年間は、

補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄す

ることはできない。ただし、会長がやむを得ないと認めた場合は、この限りでない。 

（調査） 

第 11 条  会長は、必要があると認めるときは、補助金の交付を受けて設置した電話機等の

設置状況に関する調査を行うことができる。 

２  補助対象者は、前条の規定による財産の処分等やむを得ない場合を除き、前項の調査に

協力すること。 

（交付決定の取消し） 

第 12 条  会長は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付決定を取

り消すことができる。 

(1)  虚偽の申請その他不正な行為により補助金の交付決定を受けたとき。 

(2)  この要綱に違反したとき。 



(3)  その他、補助事業を継続することが不適当と認める事由が生じたとき。 

2   前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金が交付さ

れているときは、期限を定めて返還を命ずるものとする。これにより、補助金の不正受給

を防止する。 

（事務局） 

第 13 条 本要綱に係る事務を処理するため、高知県防犯協会に事務局を置く。 

（帳簿及び書類の整理保管） 

第 14 条 補助事業に係る帳簿及び書類の整理保管については、公益社団法人高知県防犯協

会処務規程（平成 24 年４月１日規程第１号）に基づき、これを保管しなければならな

い。 

（その他） 

第 15 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が別に定める。 

 


